










































1995 年 737,841 152,644 20.7
2000 年 971,116 363,216 37.4
2005 年 1,125,200 709,928 63.1
2010 年 820,594 458,773 55.9
2011 年 914,982 518,830 56.7









あり，1990 年代後半からの 10 年あまりにお
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Ⅳ．2006 年以降の農産物安全問題についての
対応 
 
ここまでみてきたように，日中間の食料貿
易は，日中双方の経済的要因から大きく拡大
してきた．一方，この間 2000 年代初めには，
深刻な食品安全問題が発生したが，それに伴
って，日中両国政府・関係企業の食品安全確
保のための様々な努力がなされ，食品安全は
従前との比較で確実に改善していると言って
も過言ではない． 
ひるがえって，日本は農業衰退により食料
自給率 40％という大きな課題を抱えている．
このため，今後も大量の海外産食料に依存す
る体制が継続されるであろう． 
よって，４で述べたように，今後とも，日
本が輸入を途絶することは不可能であり，輸
出国との協力を基本に，食品・農産物の安全
確保のための体制作りを進めていくことが重
要であると考えられる． 
 
脚注＊ 
 
1 桃山学院大学経済学部教授． 
 
